
広報活動を考える

副会長 赤 倉 昌 巳

１．はじめに

医師会の広報活動は、いかにあるべきか、を論
じられて久しい。本年４月、日医代議員会の所信
表明の中で坪井会長は広報活動に触れ、「より戦略
的、かつ立体的な広報活動を起こして行く」と述
べている。
広報活動は、日医に限らず全国の医師会におい

ても重点項目としており、特に住民やマスコミな
どへの対外的広報活動には頭を痛めているところ
である。これからの情報・広報活動は、どうある
べきか、その周辺と方向性などを模索してみた
い。

２．メディアの質と客観性

マス・メディアを論ずるときに必ず問題になる
ことは、「公平」と「公正」とが守られているかで
あるが、なぜかといえばメディアの質と公共性の
尺度になっているからである。
しかし、メディアの質は、客観的に数値で示す

ことは困難とされている。それは、質とは元来、
個々人の解釈と価値観によって異なり、興味をも
っている人のみによって、直感的に決定されるも
のである。そうなると、メディアの質は、それが
真実を伝える倫理によって支配されているか、ど
うかによって、評価する以外に方策はない。
日本のジャーナリズムのように、商業性が優先

している場合には、どうしてもメディアの質の評
価が必要である。それには、真実を伝える倫理的
ルールが確立されていなければならないが、残念
ながらわが国では、そのルールは確立されていな
い。それゆえに、医療関係団体のような少数派
は、一方的に攻撃されることになる。また、倫理

的規範からいえば、反論の機会を公正に与えるの
もジャーナリズムの責務であるが、そのルールも
確立されていない。
マスコミに向けての広報活動は、マスコミと医

療関係者の双方が理解できるような意識を共有す
ることが必要である。

３．デジタル化について

今や、まさにデジタル化の時代である。インタ
ーネットは２４時間つなぎっぱなしで、自宅にいな
がら世界の情報を得られる時代である。しかも、
その利用者は専門家ではなく、ごく普通の住民・
大衆であり、彼らは、それを楽しみ、そして消費
している。
アメリカでは、全人口の約２７％がインターネッ

トで結ばれており、イギリスにおいても人口比の
２４．３％がネット社会であり、今なお、その数は驚
異的に伸びている。わが国でも、インターネッ
ト・ユーザーは３年ほど前で、すでに１，５００万人
に達しており、これらの状況を踏まえて情報・広
報活動を実施しなければ、生き残って行けない時
代ともいえる。当会でも現在、約４分の１の会員
がプロバイダー登録を行っている。
新聞の報道によると、メキシコ南東部に展開す

る反政府組織のゲリラ運動においても、このメデ
ィアを活用し、いわゆる「インターネット戦争」
を展開しているという。わが国においてもマスコ
ミの形態が大きく変り、政治・経済問題などはも
とより、テロ事件に至るまで、自宅のテレビで見
ることができる。あるいは総理大臣のホームペー
ジにアクセスして、直接意見交換も可能になっ
た。まさに、政治や経済のやり取りがお茶の間に
入り込んできて、あたかも国民一人ひとりが政治
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家や経済人になった気分を味わうことができる。
少なくとも、いっぱしの評論家になり切っている
ことは確かである。
医師会の広報活動においても、デジタル情報を

多目的に活用することが急がれるところである。

４．対外的広報とは

メディアの多様化が進む中で、医師会をはじめ
医療関係団体の主張を一般大衆に、どう浸透させ
るかは、また、至難の業である。端的にいえば、
「国民といかに味方同士になれるか」が焦点とな
る。われわれの主張の正当性を立証するために
は、その情報の公平性を正確に伝えるような努力
を強調することが必要である。
一方、住民に対しては、一方向的な広報活動は

効を奏することはない。住民の立場になっての地
道な活動が必要である。地域住民の理解を得るた
めには、少人数の対話形式によるコミュニケーシ
ョンの輪を広げていかなければならない。
何よりも、まず情報は、受け手側に対し、�目

に留まること、�読んでもらえること、�理解が
得られること、が重要であり、それに対する努力
も必要となる。

５．おわりに

当会は、「北海道医報」を中心としての広報活動
を行ってきたが、最近、インターネットのホーム
ページやメールの配信による情報・広報活動も急
激に増大している。しかし、将来、活字などアナ
ログによる情報・広報活動が消滅するかといえ
ば、そうはならないように思う。現に、テレビ放
送が開始された際、新聞がなくなるのでは、と懸
念されたが、弱小新聞社の淘汰は別にして、大手
各社はますます巨大化している。
デジタルによる情報・広報活動は「即応性」に

優れているが、「総合性」という観点からは活字に
よるメディアの方が、ある種の完結した情報の集
合体であるというのが、おおよその見方である。
当分の間は、用途に応じてデジタルとアナログの
双方による情報・広報活動が続くことになろう。
「北海道医報」は、本年８月、１０００号に達して

記念号を発刊したが、ますます内容の充実化を図
り、しかも、フレキシビリティのある情報・広報
活動の展開を目指している。
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